
    

 

＝＝＝＝＝＝＝ 国土交通政策研究所 ニュースレター （2024 年 10 月号）＝＝＝＝＝＝＝ 

 

News & topics「ジェンダーと交通」セミナー開催、住宅・都市分野における第 12 回日米共同

研究会開催 

キーワード ジェンダーと交通、日米共同研究会 

 

1．国土交通省「ジェンダーと交通」セミナーを 7月 25日（木）に開催しました□□□□□□□ 

国土交通省は、7 月 25 日（木）、交通分野の取組にジェンダーの視点を取り入れる｢ジェン

ダー主流化｣の推進について国際的な議論を国内に紹介するため、「ジェンダーと交通」セミナ

ーを開催しました。 

子育ての負担を減らす交通の役割について、国際交通フォーラム（ITF）のマリオン・ラガデ

ィク プロジェクト・マネージャーと国土交通政策研究所澤村研究官が継続的に議論を行って

おり、本セミナーでは、ラガディク氏から、「親のウェルビーイングを改善する交通： 交通政策

はどのように育児負担を軽減できるか」について講演いただきました。講演後に更なる研究

に活かせるよう検討するため、「子育て支援における交通の役割」アンケートを行いました。国

土交通政策研究所は、その日本語訳・回答フォームの作成に協力しました。 

閉会に当たり、内山副所長から、国土交通政策研究所は、引き続き ITF とも連携し、「ジェ

ンダー主流化」の観点からの調査研究を実施していきたい旨の挨拶をしました。 

⇒ITF の概要はこちら 

※ページ下部に、セミナーの開催結果（講演資料及びプレゼンテーション資料、セミナーの

記録動画へのリンクを含む。）があります。 

 

2．住宅・都市分野における第 12回日米共同研究会を米国で開催しました□□□□□□□□ 

国土交通省では、米国住宅都市開発省（HUD：United States Department of 

Housing and Urban Development）、独立行政法人都市再生機構と 3 者で 2023 年

7 月に締結した協力覚書に基づき、エイジング・イン・プレイス（高齢者の地域居住）や気候変動

に対応したまちづくり、スマートシティ等をテーマとした共同研究を行っています。 

2024 年 8 月 19 日（月）から 22 日（木）にかけて、米国ニューオリンズで第 12 回日米共

同研究会が開催されました。ハリケーン・カトリーナによる被災後の復興や気候変動に対応し

たまちづくりに関する米国の取組について意見交換や視察を行ったほか、国土交通政策研究

所から東日本大震災の被災地における取組事例について紹介しました。 

研究会の概要は、今後国土交通政策研究所ホームページにおいて公開予定です。 

⇒過去の日米共同研究会についてはこちら 

 

3．調査研究成果の公表□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

1）国土交通政策研究所紀要第 82 号冊子版の発行 

国土交通政策研究所紀要第 82 号の冊子版を発行し、pdf ファイル（全体版）を国土交通政

策研究所ホームページに掲載しました。（2024.8） 

⇒pdf ファイル（全体版）の掲載ページはこちら 

  

https://www.mlit.go.jp/kokusai/kokusai_tk1_000023.html
https://www.mlit.go.jp/pri/shiryou/aip.html
https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/index.html


    

 

4．対外活動報告□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

⇒対外活動ページはこちら 

⚫ 竹内主任研究官が、北海道大学で開催された第 69 回土木計画学研究・発表会において、

以下の論文について研究発表しました。（2024.5.26） 

・竹内龍介, 吉田樹, 鶴指眞志, コミュニティバスやデマンド交通の生産性指標の実態及び

地方自治体での評価, 第 69 回土木計画学研究・発表会 

⚫ 南主任研究官が、日本大学で開催された日本不動産学会 2024 年度春季全国大会シンポ

ジウム「地域公共交通としての LRT の課題と展望」に招待を受け、「フランスの都市交通政

策について～LRT を軸としたまちづくり～」について講演しました。（2024.6.10） 

⚫ 南主任研究官、澤村研究官が、フランス・パリで開催された Movin'On lab event "From 

Europe to Asia: Investigating the Limits to Urban Mobility"（フランス国立社

会科学高等研究院・日仏財団主催）に招待を受け、「モンペリエの LRT の挑戦－独立採算制

の限界を超えて－」「都市交通における非技術的な制約：パリ、ミラノ、東京の事例比較から」

について、それぞれ講演しました。（2024.6.24） 

⚫ 澤村研究官、鶴指主任研究官、南主任研究官が、フランス・ボルドーで開催された第 32 回

GERPISA（le Groupe d'études et de recherche permanent sur 

l'industrie et les salariés de l'automobile、自動車産業とその従業員に関する国

際的な調査研究学会）国際大会において、以下の内容について、それぞれ研究発表しまし

た。（2024.6.26～27） 

・澤村治基, ハネン クーリ・チャァバネ, 法改正に向けたマルチステークホルダーの協力と

先行者利益構築競争の両立 

・鶴指眞志, 澤村治基, 電気自動運転車の地域レベルでの導入に向けた多面的なポリシー

ミックス - 日本の大都市近郊の超高齢化地域の自治体の事例研究 

・南聡一郎, 東秀忠, 秋山哲男. 竹内龍介, モビリティの社会的イノベーションにおける財政

の役割－超低床 LRV 導入における日仏比較から－ 

⚫ 鶴指主任研究官、澤村研究官が、イタリア・ミラノで開催された第 40 回 EGOS

（European Group for Organizational Studies、欧州組織論学会）大会において、

以下の内容について研究発表しました。（2024.7.4） 

・鶴指眞志, 澤村治基, 革新的なモビリティサービス導入に向けた行政・住民・民間企業の

連携の実践～日本郊外における持続可能な高齢社会の実現～ 

⚫ 竹内主任研究官、南主任研究官が、札幌市で開催された日本福祉のまちづくり学会第 27

回全国大会連携セミナー「日本はＬＲＴを使いこなせるのか？」において、「海外の LRT 先進

事例から環境と都市を作り替える」「LRT 拡充と公共交通無償化を梃子にしたモンペリエの

地域発展戦略」について、それぞれ講演しました。（2024.8.30） 

⚫ 南主任研究官が、北海道科学大学で開催された第 27 回日本福祉のまちづくり学会全国大

会において、以下の論文について研究発表しました。（2024.8.31） 

・南聡一郎, 東秀忠, 秋山哲男, 竹内龍介, 日本の低床 LRV 導入の成果と限界～社会的イ

ノベーションへの財政の役割の観点から, 第 27 回日本福祉のまちづくり学会全国大会 

 

 

https://www.mlit.go.jp/pri/research/act.html


    

 

⚫ 南主任研究官が、北海道科学大学で開催された第 27 回日本福祉のまちづくり学会全国大

会の研究討論会「オリンピック・パラリンピックがもたらす都市のレガシーとは何か ーロンド

ン、東京、パリから学ぶ福祉のまちづくりのレガシーと都市づくり」に登壇し、「フランスにお

けるスタジアム施設の当事者参加」について報告しました。（2024.9.1） 

 

5．『研究官自己紹介』 コーナー！□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

このコーナーでは、国土交通政策研究所の研究官による自己紹介を順番にお送りいたしま

す。今回は、西原研究官です！ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

⚫ 西原 まり 研究官 

2024 年 4 月から国土交通政策研究所に在籍。都市計画やまちづくりを専門としています。

かつて郊外ニュータウンに住んでいたこともあり、まちの雰囲気の違いや景観に興味を持ち都

市計画の分野に進みました。卒業後は都市計画や市民まちづくりの実務で働きつつ、大学で

の既存住宅地を対象とした研究プロジェクトに参加したことをきっかけに、現在は住宅地の実

態についての研究に取り組んでいます。国土交通政策研究所では気候変動に対応したまちづ

くりに関する調査を担当しています。先日はアメリカのニューオリンズでの日米共同研究会に

も参加し、日米の水害対応のまちづくりについて調査中です。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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